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Ⅰ．はじめに
1960 年代後半，大手企業は，自社内にコンピュータを導入することにより，
従来手作業で行われきた作業を自動化し，大幅に業務の効率化を実現した。大
手銀行でも勘定系業務（1）に当時の大型汎用機（2）を導入し，大規模なオンライ
ンシステムを実現した（第 1次オンラインシステム）（3）。その後，銀行は，都
市銀行のみならず地方銀行，相互銀行等でも，第 2次，第 3次オンラインシス
テムへと，ネットワークを中心に業務の大規模なシステム化が続いた（4）。
しかし，情報システム（以下「システム」という）が大規模になるにつれて，
システム開発・導入をめぐり，システム開発業者（以下「ベンダ」という）と
利用者（以下「ユーザ」という）との間で，システム開発をめぐるトラブルが
増加した。中でも，システム開発が途中で頓挫した場合のベンダのプロジェク
トマネジメント義務違反とユーザの協力義務違反に関するトラブルが注目を集
めている。
この紛争のリーディング・ケースとして，平成 16 年の国民健康保険組合の
裁判例（5）があるが，近時，スルガ銀行対日本 IBM事件によって，再びクロー
ズアップされた。
平成 20 年，スルガ銀行が，当該銀行の業務全般をつかさどる情報システム
の開発の失敗を理由に日本 IBMに対して訴訟を提起したが，平成 24 年 3 月，
東京地裁は，日本 IBMのスルガ銀行に対するプロジェクトマネジメント義務
の違反を認め，日本 IBMに対し 74 億円余の損害賠償を命じた（6）。
本訴訟は，直ちに控訴されたが，控訴審である東京高裁も，平成 25 年 9 月，
日本 IBMのプロジェクトマネジメント義務の違反を認め，日本 IBMに対し
41 億円余の損害賠償を認容した（7）。本訴訟は上告され，本稿脱稿中も最高裁
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で審理中である。
本稿は，システム開発を行うベンダのプロジェクトマネジメント義務違反に
ついて，国民健康保険組合事件およびスルガ銀行対日本 IBM事件を中心に検
証し，ベンダのプロジェクトマネジメントとは何なのか，どういう場合にプロ
ジェクトマネジメント義務違反となるのか，またその意義について考察したい。
Ⅱ．システム開発の紛争類型
過去の裁判例から見たシステム開発の紛争類型としては，①契約成立に関す
る問題，②使用確定段階における当事者の義務の問題，③対象範囲の問題，④
システム不具合（瑕疵）の問題，⑤その他の問題，の５類型に大別することが
できる（8）。
契約成立に関する問題は，正式な契約書が締結される前に事前調査や検証作
業等が行われ開発作業が開始されたが，何らかの理由でプロジェクトが中止と
なった場合に発生する。この典型的な事例（9）が，書面による正式な契約書が
存在していないために契約の存否が争われ，トラブルとなるケースである（10）。
使用確定段階に発生する当事者の主たる義務としては，ベンダのプロジェク
トマネジメント義務およびユーザの協力義務がある。ベンダのプロジェクトマ
ネジメント義務とは，プロジェクトの進捗状況を常に管理し，開発作業を阻害
する要因の発見およびそれに対する適切な対処を行う義務であり，一方，ユー
ザの協力義務とは，ベンダと共に，要望すべき機能を検討し，最終的に機能を
決定する役割を担い，ベンダのシステム開発に協力する義務である（11）。これ
らの義務の違反が紛争（12）の主たる原因となる（13）。なお，このプロジェクトマ
ネジメント義務および協力義務は，システム開発終了時まで続く。
対象範囲の問題としては，予定工数を大幅に上回るような見積りミスや，契
約内容や要件定義書が不明確であったため，対象範囲が確定できなかったよう
な場合（14）である（15）。
システム不具合（瑕疵）問題としては，システムにバグ（誤り）があり，シ
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ステムが当初予定した通りに動かないケースである。一般に，オーダーメード
のソフトウェアには，何らかのバグが存在することは避けられないと考えられ
ているが，遅滞なくベンダがバグの補修を行うかどうかが争点（16）となるケー
スが多い（17）。
このほかにも，ベンダ・ユーザ間のトラブルの原因から見た場合，トラブル
の典型例として，①役割分担，②仕様，③仕様変更，④価格，⑤納期，⑥パッ
ケージソフトの選定，などに起因するものがある（18）。
これらシステム開発に係るトラブルに対し，情報システム・ソフトウェア取
引高度化コンソーシアム編の「情報システム・ソフトウェア取引トラブル事例
集」は，紛争の事例ごとに争点整理を行い，モデル契約書（19）の活用のポイン
トを挙げている（20）。
以上のように，システム開発のトラブルは多岐に渡り，種々様々なケースが
あるが，この中でも，ベンダのプロジェクトマネジメント義務は，すべてのシ
ステム開発に共通しており，大規模システム開発全般のみならず，フェーズご
との個々の開発トラブルも，プロジェクトマネジメント義務違反に関するもの
が多い。
しかしながら，プロジェクトマネジメント義務の具体的な内容については，
曖昧な部分が多く残されており，何がベンダのプロジェクトマネジメント義務
なのか，どのような場合にプロジェクトマネジメント義務違反となるのかを具
体的に判示した裁判例は少ない。
Ⅲ．システム開発の流れとプロジェクトマネジメント
システム開発（System Development）とは，広義には，コンピュータや通
信機器などを使って，企業等の業務を効率化するための設計，プログラミング，
テストなどの一連の作業の総称をいい，この中には，ハードウェアおよびネッ
トワークの設計・構築も含まれる。
一方，ソフトウェア開発（Software Development）とは，コンピュータ・
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ソフトウェアの設計・製造の一連の作業であり，一般にハードウェアやネット
ワークの設計・構築は含まれない。しかしながら，パッケージソフトのような
個別的かつ独立性の高いソフトウェアの場合を除き，業務全体を改善するため
の大規模なシステム開発では，これらを一体として構築することが多い。
システム開発の手法としては，ウォーターフォール型（21），プロトタイプ型（22），
スパイラル型（23）などがあるが，近時，アジャイル型（24）も注目を集めている。
しかし，大規模なシステム開発の場合，ウォーターフォール型の開発が主流を
占め，部分的にそれ以外の開発手法が採用されていることが多いので，ここで
は典型的な開発手法であるウォーターフォール型を例にあげる。
ウォーターフォール型は，水が高いところから低いところに流れていくよう
に上流工程から下流工程へと順次作業が移行していくシステム開発手法であ
る。具体的には，どのようなシステムを作るのかという要求分析から始まり，
要件定義，基本設計，外部設計，内部設計，詳細設計，プログラミング（コー
ディング），実装，テスト，評価，保守・運用へと続く。
この中でも，最も上流に位置するのが，要求分析のフェーズであり，ユーザ
は何のために，どの業務を，どのような形にしたいのかを明確にすることから
始まる。この段階で，ユーザのベンダ選定が行われ，ベンダとの打ち合わせが
開始される。
具体的には，ユーザは RFP（Request for Proposal／提案要求書）（25）を複
数のベンダに送付し，各ベンダは，ユーザの RFPを基に提案書を作成する。
その後，当該提案書を基に，ユーザに対して，システムの概要，効果，開発ス
ケジュール，納期，見積価格などを提示し，必要に応じプレゼンテーションを
行う。
ベンダが選定されると，ベンダは，本システム開発をプロジェクトとして立
ち上げ，直ちに，それを実現するために実装すべき機能や満たすべき性能など
を明確にしていく作業に取りかかり，最終的に要件定義書（26）を作成する。
プロジェクトとは，一般に，何らかの目的を達成するための計画であり，ある
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目的を達成するための計画の策定とその遂行をいう。特に，期限が定まってお
り，具体的な目標を達成したら終了するような限定性を持った計画をいう（27）。
すなわち，プロジェクトとは，明確な目標とゴールが存在し，特定の成果を達
成するために組織化され，有期性（期間が限定されている），独自性（個別にユ
ニークで同じものはない），相互関連性（相互に関連する作業の調整がなされ
る）が備わったものをいう（28）。
かかるプロジェクトを管理することが，プロジェクトマネジメントであり，
プロジェクトオーナやステークホルダの要求や期待を満たす，またはそれ以上
の成果をあげるために最適な知識，技術，ツールや技法を用いる必要がある（29）。
特に，大規模なシステム開発では，ベンダにとってシステム開発を成功させる
ためにプロジェクトマネジメントは不可欠であり，かつベンダに課された義務
ととらえられている。
以下，具体的な裁判例からプロジェクトマネジメント義務について検証する。
Ⅳ．国民健康保険組合事件判決（裁判例１）（30）
１．事実の概要
本件は，システム開発契約（請負契約）において，ユーザ（本訴原告，反訴
被告）（国民健康保険組合）（以下「原告」という）の協力義務とベンダ（本訴
被告，反訴原告）（以下「被告」という）のプロジェクトマネジメント義務の
違反の有無が争われた事案である。
原告は，電算システムの構築を決定し，その開発業者として被告を選定し，
平成 9年 5月，納期限を平成 10 年 12 月末とするシステム開発委託契約（委託
料 2億 5200 万円）を締結した。しかし，システム開発作業が遅れ，納期限を
平成 11 年 3 月末までに延期し，追加契約（9450 万円）を締結した。それでも
作業は大幅に遅れ，平成 11 年 9 月，原告は被告に対して契約解除の意思表示
をした。その後，原告は，債務不履行解除を原因とする原状回復請求に基づき，
既支払済の委託料（2億 5200 万円）の返還とともに，債務不履行に基づく損
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害賠償（3億 4921 万円余）の支払いを求めた（本訴）。
これに対し，被告は原告の協力義務違反を理由とする債務不履行による損害
賠償，請負契約の解除に伴う報酬および損害賠償または民法 648 条 3 項および
651 条の準委任契約解除における報酬および損害賠償（4億 6546 万円余）の支
払いを求めた（反訴）（31）。
これに対し，裁判所は，原告の協力義務違反を否認し，被告のプロジェクト
マネジメント義務違反を認めた。
２．判決要旨
（１）被告のプロジェクトマネジメント義務
被告は，納入期限までにシステムを完成させるように，契約書等において提
示した開発手順や開発手法，作業工程等に従って開発作業を進めるとともに，
常に進捗状況を管理し，開発作業を阻害する要因の発見に努め，これに適切に
対処し，原告のシステム開発へのかかわりについて，適切に管理し，システム
開発について専門知識を有しない原告によって開発作業を阻害する行為がなさ
れることのないように原告に働きかける義務（プロジェクトマネジメント義務）
を負っていた。
また，原告がシステム機能の追加や変更等の要求をし，当該要求が委託料や
納入期限，他の機能の内容等に影響を及ぼすものであった場合には，原告に対
し適時その旨を説明して，要求の撤回や追加の委託料の負担，納入期限の延期
等を求めるなどの義務を負っていた（32）。
（２）原告の協力義務
原告は，システムの開発過程において，資料等の提供その他システム開発に
必要な協力を開発業者から求められた場合，これに応じて必要な協力を負うべ
き契約上の義務（協力義務）を負っていたものであり，被告のみではシステム
を完成することはできず，原告が，どのような機能を要求するのか明確に被告
に伝え，被告とともに，要求する機能について検討して，最終的に機能を決定
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し，画面や帳票を決定し成果物の検収をするなどの役割を分担することが必要
である。
しかし，原告が基本設計書において想定されていた開発内容の追加，変更等
をもたらす要求をした事実は認められるものの，そのことが原告の協力義務違
反を構成することにはならない（33）。
（３）完成に至らなかった原因
原告の意思決定の遅延は，開発作業の遅れの一因であったと認められる。し
かし，被告についてみると，自ら設定した目標期限までに解決しないなど，適
時適切な意思決定を行わなかったところがある。これらの諸事情を併せ考慮す
ると，システムの開発作業が遅れ，納入期限までに完成に至らなかったことに
ついて，いずれか一方の当事者が債務不履行責任を負うというものではなく，
双方の不完全な履行，法改正その他に関する開発内容の追加，変更等が相まっ
て生じた結果であるなどとして，当事者双方の債務不履行責任がいずれも否定
された（34）。
（４）原告による解除の有効性
システム開発契約は請負契約であり，民法 641 条により，原告はいつでも損
害を賠償してこれを解除することができる。被告の債務不履行を理由とする原
告の解除は認められないものの，解除に至る交渉経緯等に鑑みれば，原告の本
件解除には，システムの開発を取りやめて被告との契約関係を終了させる旨の
意思の表明が含まれていた。よって民法 641 条の解除として有効である（35）。
Ⅴ．スルガ銀行対日本 IBM事件判決
１．事実の概要
スルガ銀行（本訴原告，反訴被告，被控訴人）（以下「原告」という）と日
本 IBM（本訴被告，反訴原告，控訴人）（以下「被告」という）との間において，
原告の銀行業務全般をつかさどる情報システム（以下「本件システム」という）
の構築に関する基本合意を締結するとともに，本件システム開発での個々の局
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面の権利，義務を規定した個別の契約（以下「本件個別契約」という）を締結
したが，結果として本件システム開発に係るプロジェクト（以下「本件プロジェ
クト」という）が中止するに至った。
これにより，①被告は，上記基本合意や本件個別契約に基づく本質的義務に
従って履行すべき義務があったにもかかわらず，債務の本旨に従った履行をし
なかった，②本件プロジェクトが中止するに至ったのは，被告にプロジェクト
マネジメント義務違反があったことによるものである，③被告には本件プロ
ジェクトに関して説明義務違反があったなどと主張して，被告に対し，請負契
約の債務不履行または不法行為に基づく損害賠償を求めるなどした事案である
（本訴）。
これに対し，被告は反訴し，被告が，原告に対し，①本件システム開発の過
程において被告との間で締結された本件個別契約に定められた代金の一部が未
払いになっていると主張して，同契約に基づく残代金の支払いを，②本件プロ
ジェクトが中止するに至ったのは原告の協力義務違反が原因であると主張し
て，不法行為に基づく損害賠償をそれぞれ求めるとともに，③本件プロジェク
トにおいて導入されたソフトウェアのうちの一部の使用について，契約に基づ
く使用料金の支払いを求めた（反訴）（36）。
これに対し，東京地裁は，平成 24 年 3 月 29 日，システム開発契約に基づく
プロジェクトがシステムの開発に至らず頓挫した責任は，プロジェクトマネジ
メント義務に違反した被告にあるとして，原告が被告に対して 115 億 8000 万
円の損害賠償を求めた請求を 74 億 1366 万 6128 円の賠償を求める限度で認容
した。
その後，平成 25 年 9 月 26 日，控訴審である東京高裁では，原審同様，原告
の主張を認めたが，損害賠償の認定額を 41 億 7210 万 3169 円に変更した（37）。
両者ともこれを不服とし直ちに上告した。
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２．訴訟に至る経緯
スルガ銀行対日本 IBM事件は，大規模なシステム開発の案件であり，その
交渉過程も複雑なので，以下，訴訟に至る経緯を整理しておきたい。
（ア）原告の提案
被告は，基幹システムの老朽化等のために，30 年以上システムの管理，運
用支援，OSの保守等を行ってきた原告に対して，平成 12 年 3 月，次期基幹
システム構築の提案等を依頼し，平成 16 年 3 月，被告から外銀向けのパッケー
ジソフトである Corebankを部品として採用する提案を受けた（38）。
（イ）プロジェクトの開始
平成 16 年 9 月，原告は複数のベンダの提案を比較検討した結果，被告の提
案を受け入れることとし，同月 29 日，一定の条件のもとに，被告が 95 億円で
新システム稼働を実現するとの「基本合意①」および要件定義に関する本件個
別契約（契約金額約 7億 2319 万円）などを両者が締結し，プロジェクトが開
始された（39）。
（ウ）新しい汎用パッケージソフトNEFSS
被告は，当時開発を進めていた日本の金融機関向けの新しい汎用パッケージ
ソフトである NEFSSの第 1号案件として，本件システム開発を行うこととし，
原告以外の邦銀に販売する計画（いわゆる「横展開」）のもと，本件システム
の開発費用のうち，一定部分を負担することとした（40）。
（エ）最終合意
平成 16 年 12 月 29 日，「基本合意②」および要件定義に関する個別契約（契
約金額 35 億円）などが締結され，さらに，平成 17 年 9 月 30 日，本件システ
ム開発に関して支払総額 89 億 7080 万円，およびサービス・インは平成 20 年
1 月とする最終合意（以下「本件最終合意」という）が締結された（41）。
（オ）開発期間の延長
本件システム開発について，当初，被告は，リバースエンジニアリングの手
法も含め現行踏襲型アプローチ（カスタマイズベース・アプローチ）（42）で業務
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を実施したが，想定される開発スコープでは，当初計画より開発費用が増大し，
開発期間の延長が見込まれることが明らかとなった（43）。
（カ）プロジェクトの見直し
被告は，平成 17年 12月 12日，開発方法をパッケージベース・アプローチ（44）
へ変更し，開発ボリュームを適正化して，平成 20 年 1 月のサービス・インを
目指したいとのプロジェクト見直しの提案を原告に行い，平成 18 年 3 月から
最初の BRD（Business Requirement Definition）を実施し，次いで 6月から
8月 31 日までは Corebankの権利を有する FIS社の担当者がより深く関与す
る形に体制が改善され，2回目の BRDが実施された（45）。
（キ）合意ができない状態
その後，開発スコープを削除し 34 億円の追加費用という案も含め，サービス・
イン時期，追加費用，開発スコープなどをめぐる問題で原告・被告間で打ち合
わせ・折衝が重ねられてきたが，両者間で，それらについて（平成 20 年 1 月
から同年 12 月までの 4段階に分けて全面稼働させる基本的方向性の合意を除
く）合意ができない状態が続いた（46）。
（ク）原告の提案拒否
被告は，平成 19 年 3 月 19 日，原告に対し，平成 22 年 1 月までに 5段階に
分けて全面稼働させるスケジュールを提案したが，原告に拒否された（47）。
（ケ）代替案
被告は，平成 19 年 4 月 18 日，原告に対し，Corebankに代えて，Temenos
社の基幹系パッケージソフトである TCB（48）を採用する代替案を提案したが，
これも拒否された（49）。
（コ）訴訟提起
原告と被告は，本件プロジェクトに関する話し合いを継続したが，合意に達
せず，原告は被告に対して，平成 19 年 7 月，本件最終合意および本件個別契
約を債務不履行（履行不能）により解除する旨の意思表示を行い，その後，本
件事件が東京地裁に提起された（50）。
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３．判決要旨
（１）第一審（裁判例２）（51）
（ア）最終合意書の法的拘束力
本件最終合意書 1条および 8条ただし書によれば，本件最終合意書に記載さ
れた支払い金額の法的拘束力については，原告と被告との間で本件プロジェク
トの各局面における義務を定めた本件個別契約が締結されることを前提条件と
して生ずるものとされている。そして本件個別契約の大半が未締結であるから，
被告の債務不履行又は不法行為の責任は認められない。
なお，上記支払総額の規定が設けられたのは両当事者が目標とする重要な指
針を定める趣旨であることは疑いのないところであり，上記支払総額の規定さ
れた本件最終合意書が交わされたとの事情が，被告の信義則上ないし不法行為
上の義務違反の有無を考慮するに当たり意味を有するものであることを否定す
るものではない。
（イ）パッケージソフトの選定
パッケージ開発が行われる場合，パッケージソフトの選定は開発の対象とな
るシステムの根幹を成すものであり，その適切な選定，開発方法の採用は極め
て重要な課題である。本件被告は，銀行のシステムをパッケージベース・アプ
ローチの手法で開発をした経験がなかったのであるから，より慎重に，パッケー
ジソフトの機能，開発手法，リスク等について検証・検討し，適切な開発方法
を採用しなければならない。
本件パッケージソフトを利用することが当事者間の法的拘束力を有するもの
として合意された状況下において，被告が完成時期や費用負担について，十分
な検証をしないで別のパッケージソフトの代替案を提案すること自体が，原告
の信頼関係を失わせる根拠となる。
（ウ）開発方法
開発方法について，2度も基本的なやり直しをしなければならなかった，ま
た当該パッケージソフトの機能や充足度について，成熟度の見誤り，Java化
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したもののパフォーマンスの悪さ，日本の銀行の諸制度に合致させるのが難し
かったなど，パッケージ開発に不可欠なパッケージベンダの要員の不配置等の
諸事情によれば，被告は，パッケージソフトの機能や充足度について，あらか
じめ十分な検証・検討をしたものとは言えないし，適切な開発方法を採用した
ものとは言えない。
（エ）最終合意締結後の修正
被告として，本件最終合意書を交わした後の段階において，新たな BRDの
内容いかんにより，本件最終合意書で記載された代金額の修正がありうるので
あれば，その時点でこれを説明して，そのような前提の下で本件プロジェクト
を続けるかどうかの判断を与えるべきであったのに，それをすることなく，最
終合意書の内容を尊重するなどと述べて，本件個別契約の代金の支払いを受け，
後になって，事情が変わったなどとして金額の増額を申し出たのは，信義に反
するものである。
（オ）プロジェクトマネジメント義務
以上によれば，被告には，本件システム開発のベンダとして適切にシステム
開発を管理することなどを内容とするプロジェクトマネジメント義務の違反が
ある。
上記の各事情に照らせば，原告がパッケージソフトの代替案の提案を受けた
段階で，本件プロジェクトを中断する決断をしたことは何ら非難に値するもの
ではないし，むしろ相応の根拠がある。そうすると，被告のプロジェクトマネ
ジメント義務違反により本件プロジェクトが頓挫したものであり，被告はこの
点について責任を負わなければならない。
（カ）協力義務
本件システム開発について，原告には協力義務違反は認められず，本件シス
テム開発が頓挫したことの責任はもっぱら被告にあり，被告は原告に対して，
プロジェクトマネジメント義務違反の責任を負う（52）。
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（２）控訴審（裁判例３）（53）
（ア）控訴審の判断枠組み
控訴審の東京高裁は，本件システム開発を以下の 4つの段階に分けて，それ
ぞれ義務違反があったかどうかを吟味している（54）。
①Ⅰの段階：企画準備から平成 16 年 9 月 29 日の「基本合意①」締結までの
段階で，主に企画・提案活動を行う期間
②Ⅱの段階：平成 16 年 9 月 29 日の「基本合意①」から平成 16 年 12 月 29
日の「基本合意②」締結までの段階で，要件定義を行う期間
③Ⅲの段階：平成 16 年 12 月 29 日の「基本合意②」から平成 17 年 9 月 30
日の最終合意締結までの段階で，要件定義を行う期間
④Ⅳの段階：平成 17 年 9 月 30 日の最終合意以降の段階
（イ）Ⅰの段階におけるプロジェクトマネジメント義務違反の有無
Ⅰの段階においては，プロジェクトマネジメントについて，被告には故意又
は過失は認められず，不法行為は成立しない。
Ⅰの段階においては，被告が，自社が提案するシステムの特徴等を説明し，
競合する他社のシステムと比較した優位性を強調するなどして，原告から受注
を取り付け，開発に関する契約を締結しようとする段階といえる。
ベンダとしては，企画・提案段階においても，自ら提案するシステムの機能，
ユーザのニーズに対する充足度，システムの開発手法，受注後の開発体制等を
検証・検討し，そこから想定されるリスクについて，ユーザに説明する義務が
あるというべきである。
このようなベンダの検証，説明等に関する義務は，契約締結に向けた交渉過
程における信義則に基づく不法行為上の義務として位置付けられ，被告はベン
ダとしてかかる義務（この段階におけるプロジェクトマネジメントに関する義
務）を負うものといえ，ベンダとユーザの間で，システム完成に向けた開発協
力体制が構築される以前の企画・提案段階においては，システム開発技術等と
システム開発対象の業務内容等について，情報の非対称性，能力の非対称性が
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双方に在するものといえる。
ベンダにシステム開発技術等に関する説明責任が存するとともに，ユーザに
もシステム開発の対象とされる業務の分析とベンダの説明を踏まえ，システム
開発について自らリスク分析をすることが求められるものというべきであるか
ら，企画・提案段階におけるシステム開発構想等は，プロジェクト遂行過程に
おいて得られるであろう情報，その過程で直面するであろう事態等に応じて，
一定の修正等があることを当然に想定するものといえ，企画・提案段階の計画
どおりシステム開発が進行しないこと等をもって，直ちに企画・提案段階にお
けるベンダのプロジェクトマネジメントに関する義務違反があったということ
はできない。
本件システム開発は，開発費用，開発スコープおよび開発期間につき協議が
整わず，最終的に中止となった結果から回顧的に見ると，企画・提案段階にお
いて，中止の事態につながる要因が存することもあり得るとしても，被告によ
る企画・提案段階における検討・検証等において，その後の遂行過程で生じた
事情，要因等を漏れなく予測することは困難であったといえ，本件システム開
発の過程において一定の修正等があり得ることも当然想定されていたものとい
うべきである。
（ウ）ⅡないしⅣの段階におけるプロジェクトマネジメント義務違反等の有無
被告には，ⅡないしⅢという本件最終合意締結以前の段階ではプロジェクト
マネジメント義務違反はないが，Ⅳの本件最終合意締結以降にはプロジェクト
マネジメント義務違反があり不法行為責任を負う。
被告は，本件システム開発を担うベンダとして，原告に対し，本件システム
開発過程において，適宜得られた情報を集約・分析して，ベンダとして通常求
められる専門的知見を用いてシステム構築を進め，ユーザである被告に必要な
説明を行い，その了解を得ながら，適宜必要とされる修正，調整等を行いつつ，
本件システム完成に向けた作業を行うプロジェクトマネジメントを適切に行う
べき義務を負うものというべきである。
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ベンダとしては，そのような局面に応じて，ユーザのシステム開発に伴うメ
リット，リスク等を考慮し，適時適切に，開発状況の分析，開発計画の変更の
要否とその内容，更には開発計画の中止の要否とその影響等についても説明す
ることが求められ，そのような説明義務を負うものというべきである。
被告は，原告と本件最終合意を締結し，本件システム開発を推進する方針を
選択する以上，原告に対し，ベンダとしての知識・経験，本件システムに関す
る状況の分析等に基づき，開発費用，開発スコープおよび開発期間のいずれか，
あるいはその全部を抜本的に見直す必要があることについて説明し，適切な見
直しを行わなければ，本件システム開発を進めることができないこと，その結
果，従来の投入費用，更には今後の費用が無駄になることがあることを具体的
に説明し，ユーザである原告の適切な判断を促す義務があったというべきであ
る。
また，本件最終合意は，前記のような局面において締結されたものであるか
ら，被告は，ベンダとして，この段階以降の本件システム開発の推進を図り，
開発進行上の危機を回避するための適時適切な説明と提言をし，仮に回避し得
ない場合には本件システム開発の中止をも提言する義務があったというべきで
ある。
本件最終合意書の内容，本件最終合意締結後の経緯と，被告の義務違反の存
否，被告の担当者の認識について検討しても，本件システムの抜本的な変更，
または，中止を含めた説明，提言および具体的リスクの告知をしているとは認
めがたいから，被告に義務違反（プロジェクトマネジメントに関する義務違反）
が認められるというべきである。
ただし，その義務違反の程度については，故意，あるいは故意と同視される
ような重過失の程度のものがあったということはできず，それに至らない過失
の程度のものにとどまるというべきである。
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Ⅵ．システム開発業者のプロジェクトマネジメント義務
１．システム開発におけるプロジェクトマネジメントの必要性
システム開発は，成功率が 30％といわれるほどリスクの高い投資であると
言われる（55）。このため，ベンダのみならずユーザにとっても大きなリスクを
伴う。かかるリスクを最小限にするため，プロジェクトマネジメントは大規模
なシステム開発に必要不可欠であると考えられ，多くのベンダはプロジェクト
マネジメントの手法を採用している。特に，ベンダは，いかに予算や納期を守
り，バグの少ない高品質のシステムを構築するかに注力し，スケジュール管理
や予算管理をはじめとするコントロール中心の手法を重視している。
しかし，システム開発にプロジェクトマネジメントの手法を採用するか否か
は，ユーザにとってみれば，要求する機能を満たすシステムが完成さえすれば
どうでもよいことであり，基本的にはベンダの裁量に任されているといえる。
仮に，ソフトウェア工学が進み，要件定義書から自動的にソースコードが生成
され，システムが構築されるような高度な技術（56）が将来的に実用化されれば，
プロジェクトマネジメントの手法は必要なくなることも考えられる。しかし，
現時点におけるソフトウェア工学では，大規模なシステム開発にはプロジェク
トマネジメントは必要不可欠であると考えられ，このため，ベンダには，ユー
ザに対するプロジェクトマネジメント義務が生じることとなる。
また，プロジェクトマネジメントの内容は固定的・不変的なものではなく，
システム開発途中におけるプロジェクトマネジメント義務は，その進捗度合い
によって変化すると考えられる。裁判例３でも「契約文言から一義的に定まる
ものではなく，システム開発の遂行過程における状況に応じて変化しつつ定ま
る」と判示している。このように，プロジェクトマネジメントは開発手法によっ
ても異なり，またプロジェクトの期間中であっても，その内容は不変なもので
はなく，開発状況と共に変化していくものであり，その義務の内容も変化する
ことに留意する必要がある。
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２．プロジェクトマネジメント義務と説明義務
裁判例１は，ベンダのプロジェクトマネジメント義務とユーザの協力義務が
争われた事件であったが，裁判所は，ベンダのプロジェクトマネジメント義務
を，「納入期限までにシステムを完成させるように，契約書等において提示し
た開発手順や開発手法，作業工程等に従って開発作業を進めるとともに，常に
進捗状況を管理し，開発作業を阻害する要因の発見に努め，これに適切に対処
し，原告のシステム開発へのかかわりについて，適切に管理し，システム開発
について専門知識を有しない原告によって開発作業を阻害する行為がなされる
ことのないように原告に働きかける義務」と定義している。
すなわち，プロジェクトマネジメントとは，プロジェクトを遂行させるため
にベンダがプロジェクト組織内部において採用すべきものであるが，外部，特
にユーザに対しては，システム開発について専門知識を有しないユーザによっ
て開発作業を阻害する行為がなされることのないようにユーザに働きかける義
務と限定的にとらえている。
プロジェクトマネジメント義務という用語を判決文の中に使ったのは，裁判
例１が初めてであるが，これに先立ち，広島地判平成 11 年 10 月 27 日は，請
負人は高度の専門的知識経験にもとづき，販売管理，経営管理の迅速化，合理
化を図るという本件システムの目的を実現する責務を負い，注文者の調査結果
や資料にもとづいて注文者の業務の内容を分析した上，専門技術的な視点で判
断して必要と思われる事項を提案，指摘するなどして注文者をサポートする義
務を負う，とし請負人のサポート義務を述べている（57）。
また，東京地判平成 14 年 4 月 22 日も，請負人は，システム開発の専門家と
して，自らが有する専門的知識に基づき，処理の迅速化という目的の実現に努
めるべき責務を負っており，注文者の要望事項やデータ運用方法の仕様が未確
定である等，処理の迅速化を阻害する要因を認識した場合には，注文者に対し，
当該要因を指摘し改善を求める注意義務を負っていたというべきである，と述
べ（58），システムの瑕疵の原因がこの注意義務違反に起因することを認識して
58
－59 （　）－
いる。
裁判例１は，こうした一連の判決の流れを受けて，プロジェクトマネジメン
ト義務を定式化・精緻化したものであると評価できる（59）。また，これらの裁
判例から，プロジェクトマネジメント義務は，ベンダの専門的知識および経験
を前提としていることがうかがえる。
説明義務に関しては，裁判例 3では，裁判例１のプロジェクトマネジメント
義務の定義を基に，ベンダのプロジェクトマネジメント義務としてのユーザに
対する説明義務を，「企画・提案段階においても，自ら提案するシステムの機
能，ユーザのニーズに対する充足度，システムの開発手法，受注後の開発体制
等を検討・検証し，そこから想定されるリスクについて，ユーザに説明する義
務があるというべきである。このようなベンダの検証，説明等に関する義務は，
契約締結に向けた交渉過程における信義則に基づく不法行為法上の義務として
位置づけられ，IBMはベンダとしてかかる義務を負うものといえる。」と判示
し，ベンダのプロジェクトマネジメント義務の中に，想定されるリスクについ
てユーザに対して説明する義務が存在することを述べている。
裁判例２でも，ベンダのプロジェクトマネジメント義務違反の内容について，
Corebankの検証・検討が不十分だったこと，Corebankカスタマイズに必要
な体制の不備について原告に対し十分な説明がなされなかったことを指摘して
いる。
このように，裁判例２および３では，ユーザに対する説明義務をベンダのプ
ロジェクトマネジメント義務に含まれると解し，信義則に基づく不法行為法上
の義務として位置づけている。
しかし，システム開発のプロジェクトマネジメントがあくまでベンダの裁量
によるものだとすれば，あえてユーザに対する説明義務をプロジェクトマネジ
メント義務に含めることはせず，プロジェクトマネジメント義務とは別に信義
則に基づく不法行為法上のユーザに対する説明義務と位置付けてもよいのでは
ないだろうか。
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裁判例３では，最終合意前のベンダのプロジェクトマネジメント義務違反は
ないとしているが，契約締結準備段階において当事者が信義則上重要提供義務
を負うこと自体については，最高裁はこれを認めている（60）。このことからし
ても，あえてユーザに対する説明義務をベンダのプロジェクトマネジメント義
務に含まれると解する必要はないと思われる。
３．債務不履行と不法行為
裁判例１は，裁判例２および３の先例ともいうべき事案であり，はじめて本
格的にシステム開発の中に，ベンダのプロジェクトマネジメント義務という用
語を使い，プロジェクトマネジメント義務を詳細に議論した裁判例であるが，
他の多くのシステム開発関連の訴訟は，契約の成立を前提にベンダの債務不履
行責任を認めている。しかし，裁判例２および３は，契約の法的拘束力を認め
ず，ベンダの不法行為責任の有無の議論を展開している。
この違いは，裁判例２および３では，開発全体に関わる最終合意の支払総額，
サービス・インの時期に法的拘束力を認めず，債務不履行責任の根拠とはなり
得ないと裁判所が判断したからである。この理由は，最終合意書 1条および 8
条ただし書によれば，本件最終合意書に記載された支払い金額の法的拘束力に
ついては，原告と被告との間で本件プロジェクトの各局面における義務を定め
た本件個別契約が締結されることを前提条件として生ずるものとされていたこ
とによると思われる。これにより，裁判所としては，本件システム開発全体に
関わる問題を，債務不履行の問題として扱いづらかったことが背景にあるので
はないだろうか（61）。
しかし，契約書は本件最終合意書だけでなく，法的拘束力のある本件個別契
約書がそれ以前にも複数締結されており，それらの履行状況を債務不履行責任
に基づき個々に検討しなければ，ベンダに，はたしてプロジェクトマネジメン
ト義務違反があったかどうかを検証することはできないであろう。ただし，こ
の方法も本件システム開発全体として，プロジェクトマネジメント義務違反を
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議論するには不十分であると思われる。
また，債務不履行理論に基づくプロジェクトマネジメント義務違反は比較的
議論しやすいが，不法行為理論に基づく事件は予見可能性に基づく注意義務違
反であるので，予見可能性の範囲が問題となる。ベンダの予見する能力の議論
の背景には「専門家としての高度の知識と経験」が前提となり，かなり広い射
程をもつことになる可能性がある。裁判例２および３は，パッケージソフトの
選定を誤ったというベンダの致命的なミスがあり，これが予見可能性の範囲と
されたが，ユーザによってはパッケージソフトの選定にかかわることもあり，
事案ごとの判断が必要となろう（62）。
４．プロジェクトマネジメント義務違反の根拠
上述のように，システム開発の態様によって，プロジェクトマネジメント義
務が債務不履行責任に基づくものなのか，または不法行為責任に基づくものな
のかという論点がある。裁判例１では，契約の法的拘束力を認め，プロジェク
トマネジメント義務を債務不履行責任に基づくものとして議論しているが，裁
判例２および３は，プロジェクトマネジメント義務違反としてベンダの不法行
為責任を認めている。ただし，責任限定条項が適用されない可能性が出て来る
故意またはこれと同視すべき重過失までは認めていない（63）。
この場合，契約関係のない段階での過失をどうとらえ，プロジェクトマネジ
メント義務違反としてどう位置づけるかが問題となるが，裁判例３では，契約
締結前の契約締結に向けた交渉過程における信義則に基づく不法行為上の義務
を，この段階におけるプロジェクトマネジメント義務と位置付けている。
なお，契約当事者に不法行為責任が成立する場合について，最高裁は，「契
約本来の目的範囲を著しく逸脱する場合だけに限定したものではない」として，
契約当事者間の不法行為責任を広げている（64）（65）。
しかし，システム開発の契約は基本的には請負契約であり，裁判例２および
３による不法行為を根拠とするプロジェクトマネジメント義務違反は，契約の
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成立が不完全な場合にのみ適用されるものであり，一般には，契約違反による
債務不履行責任から生ずるプロジェクトマネジメント義務違反としてとらえる
方が自然であろう。ただし，契約締結前の段階，特に企画・提案段階では，不
法行為責任から生じるプロジェクトマネジメント義務違反と解さざるを得ず，
少なからず曖昧さが残る。この場合には，予見可能性の観点から，個別に事例
を吟味していくこととなり，いつ最終的な契約が締結されたかの判断も，契約
書の有無とその内容，当事者間の交渉の流れ，開発の進捗状況等から個別に判
断する必要があると思われる。
５．プロジェクトマネジメント義務の発生時期とリスクの認識
裁判例３は，「企画・提案段階においても，自ら提案するシステムの機能，ユー
ザのニーズに対する充足度，システムの開発手法，受注後の開発体制等を検討・
検証し，そこから想定されるリスクについて，ユーザに説明する義務がある」
とし，さらに「ベンダの検証，説明等に関する義務は，契約締結に向けた交渉
過程における信義則に基づく不法行為上の義務として位置付けられ，被告はベ
ンダとしてかかる義務（プロジェクトマネジメント義務）を負う」として，企
画・提案段階でもベンダのプロジェクトマネジメント義務が存在することを肯
定している。
しかし，裁判例３は，被告に，この段階でのプロジェクトマネジメント義務
および説明義務違反があったとは認めなかった。この理由は，「企画・提案段
階におけるシステム開発構想等は，プロジェクト遂行過程において得られるで
あろう情報，その過程で直面するであろう事態等に応じて，一定の修正等があ
ることを当然に想定するものといえ，企画・提案段階の計画どおりシステム開
発が進行しないこと等をもって，直ちに企画・提案段階におけるベンダのプロ
ジェクトマネジメントに関する義務違反があったということはできない」とし，
この段階において「一定の修正等があること」をユーザが認識していたことを
理由としている。
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ここで，裁判例３で問題となるのは，パッケージソフトである Corebankを
採用する本件システム開発について修正する可能性が，スルガ銀行も認識し得
たかどうかである。裁判例３は，「これまでの邦銀の勘定系システムとは異な
る特徴を持つパッケージソフトである Corebankを勘定系ソフトに用い，次世
代金融サービスシステム（NEFSS）を利用して，新たな邦銀の勘定系システ
ムを作り出すものであった」ことを理由に，「本件システム開発の過程で試行
錯誤が生じ，軌道修正もあり得ることが当然に想定されて」いたとしている。
すなわち，この段階でのベンダのプロジェクトマネジメント義務の中心は，
ユーザへのシステム開発に対するリスクの説明義務であり，それを履行したか
どうかの基準は，ユーザ側の正確なリスクの認識度であると言える。
また，その前提として，ベンダのシステム開発に関するリスクの正確な判断
がある。ベンダのリスクに対する正確な判断がなければ，ユーザに対する正確
な説明も不可能である。いくらベンダに説明義務があったとしても，ベンダに
その能力がなければ正確な説明は望むべくもなく，説明義務違反とするには，
裁判例２および３では，ベンダの高度な専門知識と経験および能力を正確に評
価する必要があるではないだろうか。リスクの説明義務の存在を判断するに
は，ベンダのシステム開発能力および説明能力をも考慮に入れるべきだと思わ
れる。
６．パッケージソフトの採用とプロジェクトマネジメント義務
裁判例２および３では，Corebankというパッケージソフトを勘定系システ
ムの中心的なモジュールとして採用しようとした。しかし，本件システム開発
の中止の原因は，この Corebankの選択の失敗であり，開発過程で，開発目標
のシステムの機能と Corebankの機能のギャップが大きいことが明らかになっ
たことである。
裁判例３は，このことについて，「本件システムが中止されるに至った原因
は，…ギャップが大きいことが次第に明らかになり，…開発進行自体について
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の調整が困難となったことによるものと認められ，企画・提案段階で必要とさ
れる Corebankの機能や充足度についての事前検証がされておらず，さらに，
Corebank自体が邦銀の勘定系システムに導入するソフトとしての性能をおよ
そ備えていなかったことは認めることはできない」としている。
通常，パッケージソフトを使用する場合，フィット・アンド・ギャップ分析（66）
を行い，ギャップがあった場合，これをカスタマイズして要件定義書に合わせ
ることが行われる。
ギャップが大きくなる原因の一つに，ユーザのニーズが変化し，当初予定し
ていたパッケージソフトでは対応できなくことがある。ユーザのニーズは要件
定義書に明確に記載されていることが理想であるが，企画・提案の段階でユー
ザのニーズが変化することがあり，そのためギャップが広がることがある。そ
れが原因で，パッケージソフトの選定ミスという結果をもたらす。
裁判例３は，この点について，企画・提案段階で必要とされる Corebankの
機能や充足度についての事前検証がされておらず，さらに，Corebank自体が
邦銀の勘定系システムに導入するソフトとしての性能をおよそ備えていなかっ
たことは認めることはできないとし，ベンダのプロジェクトマネジメント義務
違反を否定している。
しかしながら，裁判例２および３の最大の失敗原因が当初のパッケージソフ
ト選定ミスであることを考えると，ベンダがどこまでパッケージソフトについ
て熟知していたかを検証する必要があろう。この点，ベンダは，事前に 2年間
もパッケージソフトの検証を行っていたというが，候補のパッケージソフトは
複数あったと考えられ，これらをすべて詳細に検証し Corebankを選定したと
は考えにくい。もし，仮にそうであったとしても，フィット・アンド・ギャッ
プ分析は慎重かつ詳細に行うべきであり，Corebankを選定した後のギャップ
対応のためのユーザに対する追加費用の要求や代替案の提案などは，ユーザに
してみれば，あまりにもベンダの不誠実な対応と言わざるを得ないであろう。
ユーザの立場からすれば，基幹システムのコアとなるパッケージソフトの選
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定ならば，選定の前に十分なフィット・アンド・ギャップ分析を行い，ユーザ
に対し十分な説明とともに提案を行うべきであったと思われる。ベンダにとっ
ても，パッケージソフトの途中変更は，大規模なシステム開発では，ありえな
い判断であり，要件定義のやり直しを意味する。
パッケージソフトを選定するには，当該パッケージソフトを熟知する必要が
ある。数あるパッケージソフトの中から一つを選択するのは至難の業であり，
そのために，通常，当該パッケージソフトを熟知した者が，ベンダのプロジェ
クトチームの一員である場合が多い。しかしながら，裁判例２および３では，
Corebankを熟知した者がおらず，Corebankの海外の権利者である FIS社に
全面的に頼りきったことも失敗の原因として推察され，被告のシステム開発に
おけるパッケージソフト選定の認識の甘さを露呈したものである。
企画・提案段階での慎重なパッケージソフトの選定こそ，まさにベンダのプ
ロジェクトマネジメント義務であり，高度な専門的知識および経験を持つベン
ダとしてのプロジェクトマネジメントの腕の見せ所であったと思われる。した
がって，裁判例３の裁判所の判断は，この点の精緻な議論がなく，疑問を残す
ものであると思われる。
７．ベンダの専門家としてのプロジェクトマネジメント義務
裁判例１では，ベンダの専門家として自ら有する高度の専門的知識および経
験に基づき，ユーザとの合意に従ってシステムを構築し完成させる義務がある
として，ベンダの専門家としてのプロジェクトマネジメント義務を重視し，ユー
ザの協力義務に対しても，ユーザのシステム開発のかかわりについて適切に管
理し，システム開発について専門的知識を有しないユーザによって開発作業を
阻害されることのないようユーザに働きかける義務があるとしている（67）。こ
のように，ベンダのプロジェクトマネジメントは，専門家としての高度な専門
的知識および経験に基づくものであり，これをどう評価するかが問題となる。
ユーザからすれば，世界的な IT企業であるベンダには，専門家としての高
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度な専門的知識および経験があると思うのが当然であり，これがベンダに対す
る信頼につながる。この信頼感が契約締結の根底にあることは少なくない。
一方，世界的な ITベンダといえども，高度な専門的知識および経験がある
人材には限りがあり，また時間的にも予算的にも制約があるのが現状である。
特に，プロジェクトマネジメントを統括する優秀なプロジェクトマネージャは，
世界的な IT企業といえども慢性的に人材不足である。
かかる状況下で，ベンダは競業他社と熾烈な戦いを繰り広げ，ユーザからベ
ンダとして指名される。当然のことながら，指名されたベンダの提案は，ユー
ザにとって魅力的であり，見積価格も低く抑えられていることが多い。そのた
め，ベンダにとってシステム開発はリスクが高いものの，薄利であることが多
く，その後は，QCD（Quality, Cost, Delivery／品質，費用，納期）の戦い
となる。
かかる余裕のないシステム開発の状況下において，ベンダの高度な専門的知
識および経験が，どこまでプロジェクトマネジメントの中で担保されるのかが
問題となる。いくら高度な専門的知識および経験を持つ ITベンダであっても，
限られた予算と工数しか与えられていなければ，これらを十分に活用すること
は当然に不可能であると思われる。
また，企画・提案段階でのユーザのニーズの変更・追加等があれば，ますま
すかかる状況は厳しくなり，ベンダは最初の見積りをカバーするために，ユー
ザに対し追加料金を請求することになりかねない。これがユーザのベンダに対
する不信感をあおることになり，その後のシステム開発に悪い影響を与えるこ
とが少なくない。
この原因の多くは，ベンダの提案時点からすでに存在する。ユーザの RFP
に対してベンダはユーザに提案活動を行うが，ベンダの提案プレゼンテーショ
ンは，競業他社との競争は熾烈を極め，ユーザに対して夢のようなバラ色の提
案をしがちとなる。ユーザにシステム開発に熟知した者がいなければ，ユーザ
はそれを疑うことなく正直に受け止め，当該ベンダに任せれば，それが難なく
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実現できるかのような錯覚を覚えることも事実である。ベンダも，ユーザから
受注を獲得するために，ややもすると，ユーザに不安を与えるような開発リス
クの詳しい説明を怠りがちとなる。
ベンダ側でも，ユーザに対する担当営業の提案プレゼンテーション資料を見
て，実際にプロジェクトを担当するベンダのプロジェクトマネージャや技術者
が，担当営業が作成した現実離れした提案に驚くことも少なくない。限られた
リソースと時間の中でのシステム開発は，まったく余裕のない状況下におかれ，
比較的小さな変更であっても，それは予算のオーバーおよび納期限の延長を意
味する。その結果，開発期間内のプロジェクトチームの作業量は，想像をはる
かに超えるものとなり，開発メンバの健康をも害することにもつながることが
多い。いかにベンダが高度な専門的知識および経験を持つとしても，限られた
リソースや時間内で，プロジェクトを予定通り推進し，かつ予定外の変更ニー
ズを吸収していくことは困難を極める。
かかる提案時の当事者相互の思惑の違いが，その後のシステム開発に影響を
及ぼすことになるのではないだろうか。これを回避するためには，ベンダの提
案は，専門的知見から，誠実かつ正確に十分な説明が行わなければならず，企
画および提案段階で十分に時間をかけてシステムを検証し，いったん要件定義
書が作成された後は，ユーザも安易な変更要求は慎むことが必要であろう。
Ⅶ．結びにかえて
システム開発のベンダのプロジェクトマネジメント義務は，ベンダとしての
高度な専門的知識および経験に基づくものであり，単にプロジェクトの進捗状
況を常に管理し，開発作業を阻害する要因の発見，およびそれらに対する適切
な対処を行うにとどまらず，ユーザのシステム開発へのかかわりについて，適
切に管理し，システム開発について専門知識を有しないユーザによって開発作
業を阻害する行為がなされることのないようにユーザに働きかける義務を負っ
ている。
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さらに，プロジェクトマネジメント義務はユーザに対する説明義務も含まれ，
企画・提案段階においても，自ら提案するシステムの機能，ユーザのニーズに
対する充足度，システムの開発手法，受注後の開発体制等を検討・検証し，そ
こから想定されるリスクについて，ユーザに説明する義務がある。
また，このようなベンダの検証，説明等に関する義務は，契約締結に向けら
れた交渉過程における信義則に基づく不法行為上の義務であり，ベンダはかか
る義務を負う。このようにベンダとしてのプロジェクトマネジメント義務は広
範囲な射程を持つものである。
特に，ユーザが社運をかけて臨むシステム開発においては，ベンダの高度な
専門的知識および経験とシステム開発能力に対する信任はかなり大きく，ベン
ダのプロジェクトマネジメント義務も，小規模なシステム開発に比べ極めて重
い。かかる状況下において，システムの中核となるパッケージソフトの機能や
充足度の十分な検証・検討の欠如，および選定の誤り，カスタマイズに必要な
体制の不備は，高度な専門的知識および経験を持つベンダとしては許されない
と考えるのも至極当然であろう。
当初予定されていたパッケージソフトの変更は，システム開発を最初からや
り直すと同等の意味を持つ重大事項であり，企画・提案活動を行う段階におい
て，パッケージソフトの機能や充足度の十分な検討・検証がすでに完了してい
なければならなかったと思われる。なぜなら，これらが未完であれば，ユーザ
に対し，自信を持ってシステム開発の提案など行うことなどできないはずであ
るからである。もし仮に，パッケージソフトの機能や充足度の十分な検討・検
証が行われていないことを，ユーザに対して十分な説明がなくこれを行うとす
れば，当然に信義則に反するものとなる。
たしかに裁判例３が指摘するように，企画・提案活動を行う段階において，
ユーザにもシステム開発の対象とされる業務の分析とベンダの説明を踏まえ，
システム開発について自らリスク分析をすることが求められ，プロジェクト遂
行過程において得られるであろう情報，その過程で直面するであろう事態等に
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応じて一定の修正等があることを当然に想定するものではあるが，これはシス
テム開発における比較的小規模な修正等に対しては妥当するが，システム開発
の中核となるパッケージソフトのそのものの変更という重大な状況までも射程
に入れた議論としては妥当性に欠き，説得力がないと思われる。なぜなら，シ
ステム開発の中核となるパッケージソフトの変更は，システム開発の基本的な
失敗であり，システム開発そのもののやり直しを意味するからである。
また，社運をかけたシステム開発に係るユーザのベンダに対する信任の大き
さ，信頼の深さ，およびシステム開発に数年の時間と多大な労力をかけたユー
ザのプロジェクトが，ベンダのシステム開発の失敗により無に帰し，大きな損
失を招いたことを考慮すれば，裁判例３の判決は，いささかベンダに有利に働
いたと言わざるをえないのではないだろうか。
ベンダとしては，企画・提案段階においても，自ら提案するシステムの機能，
ユーザのニーズに対する充足度，システムの開発手法，受注後の開発体制等を
検討・検証するとともに，想定されるリスクについて十分にユーザに説明する
ことが何よりも必要であろう。その中には，いったん要件定義書が作成された
後のユーザの安易な変更要求が，どれほどシステム開発の進捗に影響を及ぼす
かを正確に説明する義務も含まれる。
システム開発は，ベンダとユーザの共同作業であり，いずれか一方の当事者
だけで遂行できるものではない。当然に双方の十分なコミュニケーションと相
互理解が必要であり，特に，ベンダの高度な専門的知識および経験からのユー
ザに対する十分な説明は，システム開発の手法にかかわらず欠かせないもので
ある。
システム開発を成功に導くためには，何よりも，当事者双方の信頼関係およ
び協力体制を確固たるものに構築するとともに，ベンダには，システム開発の
リスクを，ユーザに誠実かつ正確に説明を行うことが求められる。
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注
（1）預金勘定元帳の管理を中心に，為替業務などを処理する基幹業務の中核。
（2）この頃の代表的な汎用コンピュータに，IBMのSystem/360，IBM1410，IBM1440がある。
（3）1959年，三和銀行（現：三菱東京UFJ銀行）が真空管を使用した IBM650を導入したの
が，わが国最初の銀行へのコンピュータ導入である。わが国初の銀行オンラインシステムは，
1965年，三井銀行（現：三井住友銀行）の IBM1410と IBM1440の二重化システムである。
銀行の第1次オンラインシステムは，主に，本店と支店のオンラインによる結合や，現金自
動預け払い機（CD）での預金の預け入れ・引き出しの実現，自動引き落しサービス，振り
込みサービスの提供などを目的とし，1960年代半ばに構築された。
（4）銀行の第2 次オンラインシステムは，主に，勘定科目毎に構築されていたオンラインを，
連携処理する総合オンラインシステムへの再構築や，他行・金融機関同士をオンラインで接
続することを目的とし，1970年代半ばに構築された。ファーム・バンキングやホーム・バン
キングが登場したのもこの頃である。第3次オンラインシステムは，経営情報の集約，情報
系システムの強化による営業管理，収益管理の強化，ALM（Asset Liability Management
／資産・負債管理）などを目的に，1980年代半ばに構築された。
（5）東京地判平16・3・10判タ1211号129頁。
（6）東京地判平24・3・29金法1952号111頁。
（7）東京高判平25・9・26金判1428号16頁。
（8）市川穣＝上沼紫野＝村尾治亮＝吉澤尚「裁判例から見た紛争類型」Business Law 
Journal 2010.5（2010年）36 ～ 39頁。
（9）東京地判平19・11・30公刊物未搭載，東京地判平17・3・24公刊物未搭載。
（10）市川＝上沼＝村尾＝吉澤・前掲注（8） 36頁。
（11）前掲注（5）。
（12）東京地判平16・3・10判タ1211号129頁，東京地判平19・12・14公刊物未搭載，東京地
判平21・1・29公刊物未搭載，東京地判平21・12・4公金判1330号16頁。
（13）市川＝上沼＝村尾＝吉澤・前掲注（8）37頁。
（14）東京地判平7・6・12判時1546号29頁，東京地判平16・3・10判タ1211号129頁，名古屋
地判平16・1・28判タ1194号198頁。
（15）市川＝上沼＝村尾＝吉澤・前掲注（8）38頁。
（16）東京地判平9・2・18判タ964号172頁，東京地判平14・4・22判タ1127号161頁。
（17）市川＝上沼＝村尾＝吉澤・前掲注（8）39頁。
（18）吉田正夫「ユーザが『何をしたいか』が問題解決のカギ」Business Law Journal 2010.5
（2010年）24 ～ 25頁。
（19）経済産業省「情報システム・モデル取引・契約書（受託開発（一部企画を含む，保守運用）
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てシステムを開発する手法。
（22）要求されたシステムの試作品（プロトタイプ）をユーザに試用してもらい，要求や仕様
を確認していく開発手法。
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